
第２章 環境保全の総合的推進 

 

第１節 行政組織                                      

１ 県の行政組織 

〔本  庁〕 

公害の防止、環境の保全等の推進のため、県では昭和43年の環境保全係の新設以降、行政

需要に応じた組織機構の整備と充実を図ってきた。 

平成７年度には、幅広い環境問題に対応し、環境関係部門を一元化するため、「環境

局」を新設し、平成12年度には、県民生活に直結した環境問題に総合的・横断的に取り組

むため、環境局を含めて「県民」施策を中心的に所掌する「県民環境部」を設置した。 

平成15年度には、原子力安全対策を専門的・一元的に取り扱う「原子力安全対策推進

監」を配置するとともに、水環境の保全に関する一貫した業務の実施を行うため、水質指

導係及び水質保全係を統合し水環境係を設置し、土壌汚染対策を一元的に推進するため、

土壌汚染対策係を設置した。また、えひめエコランド構想の実現に向けた循環型社会構築

の推進体制を強化するため、えひめ循環型社会推進計画全般の業務を行う「計画推進係」

と、環境ビジネスの育成・支援業務を行う「環境産業振興係」を新設した。 

平成20年度には、地球温暖化対策や循環型社会の形成など環境行政の一体的な推進を図

るため、技術面での統括者となる「環境技術専門監」を設置した。また、廃棄物対策とリ

サイクル対策に一体的に取り組み、施策を効率的に推進するため、廃棄物対策課を「循環

型社会推進課」に改称した。さらに、地方局への権限委譲に伴う事務の効率化のため、環

境審査係と地球環境係を「大気・環境評価係」に、水環境係と土壌汚染対策係を「水・土

壌環境係」にそれぞれ統合するとともに、地球温暖化対策の充実・強化のため「温暖化対

策係」を新設した。 

平成21年度には、自然公園等の自然環境の保護と利用の促進に効率的かつ一体的に取り

組むため、自然保護係と自然公園施設係を「自然公園係｣に統合した。 

平成22年度には、温室効果ガス排出量削減に向けた効率的かつ効果的な施策展開を図る

ため、温暖化対策係を温暖化対策の総合企画等を行う「温暖化企画係」と、温暖化対策事

業の推進に取り組む「温暖化対策係」に分割・設置した。 

平成23年６月15日には、東日本大震災を踏まえ、原子力安全対策の一元化を図るため、

「原子力安全対策推進監」、「原子力安全係」を県民環境部防災局へ移管し、「原子力安

全対策課」を新設した。 

平成24年度には、業務執行リーダー制の全庁的な導入に合わせ、循環型社会推進課にお

ける警察官（併任）の不法投棄防止対策や環境犯罪の未然防止に関する役割を明確にする

ため「課長補佐」を「廃棄物監視指導官」に改称した。また、「生物多様性えひめ戦略」

に基づき、生物多様性の保全・再生･管理に向けた施策を推進するため、自然保護課野生生

物係を「生物多様性係」に改称した。 

平成25年度は、地球温暖化防止実行計画に基づき、温暖化防止施策を効果的かつ効率的

に推進するため、環境政策課温暖化企画係と温暖化対策係を統合し、「温暖化対策グルー
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プ」を設置した。 

 

【平成26年４月１日現在】 

〔出先機関〕 

平成10年４月１日、地域保健法の施行に伴う保健所機能の強化及び広域化を図るため、14

か所の保健所を８か所に再編するとともに、均衡のとれた保健サービスの提供ができるよう、

中央保健所に６か所の支所を設置、中央保健所には、環境公害関係業務の増大に対応するた

め、「環境保全課」を設置した。また、衛生分野及び環境・公害分野の試験研究・監視指導

体制を総合化するため、衛生研究所及び環境保全センターを統合して「衛生環境研究所」を

設置した。 

平成15年度には、衛生環境研究所に、原子力安全対策に関する県民の不安を解消するため、

環境放射能に関する調査・分析部門を独立させ、環境調査課を新設した。 

平成16年度には、廃棄物の適切な処理の指導を行うため、各保健所の環境保全課内に廃棄

物指導係を設置した。 

また、平成17年3月31日をもって新居浜保健所、大洲保健所及び支所（全６支所）を廃止

した。 

平成20年度には、試験研究内容の調整や、他の試験研究機関との連携による共同研究等を

積極的に推進するため、衛生環境研究所の総務課を「総務調整課」に改め、調整機能の強化

を図るとともに、衛生環境研究所の放射線監視機能を、八幡浜支局環境保全課内に設置され

た「原子力安全室」に移管し、安全確認機能の充実を図った。 

平成22年10月１日には、伊方原子力発電所への安全監視機能の充実強化を図るため、衛生

環境研究所と八幡浜支局環境保全課原子力安全室に分散していた監視機能を一箇所に集約し

た「愛媛県原子力センター」を八幡浜市保内町に設置した。 

平成24年度には、松山保健所を「中予保健所」に改称するほか、「生物多様性えひめ戦

略」の具体的な推進を図るため、希少野生動植物等の調査・研究をはじめ、情報収集・分析

や標本管理、普及啓発等を一括して行う「生物多様性センター」を衛生環境研究所内に設置

した。 

県民環境部長

環境局長 防災局長

環境技術専門監 原子力安全対策推進監

環境政策課長  主幹 環境計画係 原子力安全対策課長  主幹
大気・環境評価係 　
水道整備係  主幹
温暖化対策G （技術）
水・土壌環境係

循環型社会推進   主幹 計画推進係
課長 産業廃棄物係

  主幹（技術） 環境産業振興係
一般廃棄物係

  廃棄物監視指導官

自然保護課長  主幹 自然公園係
生物多様性係

原子力防災
グループ

原子力監視
グループ

技幹
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【平成26年４月１日現在】 

 

２ 環境創造センター 

  環境創造のための先進的技術及び施策並びに微生物等自然の浄化能力を活用した自然環

境再生の検討・研究等を総合的かつ計画的に実施するため、平成12年４月に環境科学の第

一人者である立川涼氏を所長に迎え、「愛媛県環境創造センター」を設立し、地球温暖化

防止対策及び循環型社会の創造に向けた地域特有のバイオマスの利活用方策等の検討、湖

沼等水質浄化技術の実証、生物多様性の保全方針の検討などの施策を実施し、本県におけ

る環境研究、施策等の強化を図った。このほか、環境関連の実務者や環境保全活動者など

を対象に、より高度な環境知識を修得してもらうため、「えひめ環境大学」の開催などを

行っている。 

  なお、平成23年４月には、立川所長の退任を受け、環境分野における豊かな学識経験、

本県の環境に関する深い見識を持つ森田昌敏氏を新たな所長に迎え、引き続き先進的な環

境技術の開発や環境政策の企画・立案等に取り組んでいる。 

   ○設立年月日：平成12年４月１日 

   ○構 成 員：環境創造センター所長：森田 昌敏 

          客員研究員：11名（県内外の大学や民間の第一線の研究者） 

          研 究 員：22名（県職員） 

 

（

支
局
）

健康増進課

生活衛生課

放射能調査係

環境研究課

衛生研究課

大気環境科

水質環境科

健康福祉環境部長 地域福祉課

保健統括監（保健所長） 健康増進課

（四国中央保健所）

医監 生活衛生課

環境保全課

総務県民課

環境保全課

森林林業課

（西条、中予、宇和島保健所）

企画課

資源環境科

家畜保健衛生所

生物多様性センター

地方局長

総務調整課

副所長

    〔衛生環境研究所〕

衛生環境課

（今治・八幡浜保健所）

企画課

総務企画部長

産業経済部長

放射線監視係

管理係

 所　長 原子力安全課

    〔原子力センター〕

 所　長
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３ 愛媛県環境審議会 

  都道府県における環境の保全に関する基本的事項の調査審議等を行い、地域の実情に応じ

た適切な施策の推進を図るため、環境基本法第43条第１項の規定により、「愛媛県環境審議

会」が平成６年８月１日に設置された。 

  その背景は、環境問題を解決していくためには、地域における取組が不可欠であり、地域

の具体的な環境保全対策にも、地域の有識者、住民代表等の意見を反映することが望ましい

ことから、国に中央環境審議会が設置されることに対応して、都道府県に都道府県環境審議

会を設置することとされたものである。 

  また、地方分権一括法の施行に伴い、都道府県環境審議会と自然環境保全法に基づく都道

府県自然環境保全審議会との必置規制（名称規制）が弾力化され、両審議会を統合すること

ができることとされたことから、平成12年４月１日に「愛媛県環境審議会」と「愛媛県自然

環境保全審議会」（昭和48年12月設置）とを統合するとともに、常設の３部会（自然環境部

会・鳥獣保護部会・温泉部会）を設置し、環境に関する調査・審議の一元化を図り、総合的

に対処することとした。 

  その後、地下水の汚染対策の調査審議を行う必要が生じたことから、平成12年12月22日に、

常設の化学物質環境保全部会を設置するとともに、平成13年８月７日には、地球温暖化対策

などの計画策定を審議するために、常設の温暖化対策部会を設置した。 

  なお、審議会運営の効率化のため、平成20年度に、審議会委員を30人から16人に、水質特

別委員を５人から２人に減員した。 

  愛媛県環境審議会は、基本的事項の調査・審議のほか、地域の環境保全に関する重要事

項、個別の行政処分を行うに当たっての審議、審議会の発意による知事への意見具申など、

広く環境保全に関する調査審議を行うものであり、平成25年度における愛媛県環境審議会

の開催状況は、表１－２－１のとおりである。 

  また、愛媛県環境審議会の法律及び条例に基づく審議事項は、資料編１－３のとおりで

ある。 

環境創造センター 

 

 
所長・客員研究員 

(大学、民間の研究者：11名) 

研 究 員 

(愛媛県職員：22名) 

環境の創造・復元 

国内、海外の研究所へのネットワーク 

（平成25年度） 
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  表１－２－１ 愛媛県環境審議会の開催状況 

年 度 開催年月日 審 議 事 項 

平成25年度 

平成25年４月25日
平成25年度第１回温泉部会 

○温泉掘削等の許可申請 

平成25年７月11日

平成25年度第１回鳥獣保護部会 

○黒瀬ダム鳥獣保護区特別保護地区の再指定について 

○黒瀬ダム鳥獣保護区特別保護地区特別保護指定区域の指定に

 ついて 

○滑床成川鳥獣保護区特別保護地区の再指定について 

平成25年９月13日
平成25年度第２回温泉部会 

○温泉掘削等の許可申請 

平成26年２月10日
平成25年度第３回温泉部会 

○温泉掘削等の許可申請 

平成26年３月18日

平成25年度第１回自然環境部会 

○奥道後玉川県立自然公園鈍川集団施設地区の公園事業の決定

 について 

平成25年度第１回環境審議会 

○平成26年度公共用水域及び地下水の水質測定計画について 
 

第２節 愛媛県環境基本条例                                

１ 制定の背景 

わたしたちのふるさと愛媛は、瀬戸内海、宇和海、石鎚山などの豊かな自然環境と温暖

な気候に恵まれており、この豊かな環境を守り、育て、将来の世代に継承していくため、

日常生活や事業活動そのものが環境に負荷を与えないように心掛け、環境への負荷の少な

い持続的発展が可能な社会を構築できるよう、行政、事業者、県民すべての主体が、自ら

の責務を認識し、公平な役割分担の下に、環境の保全に積極的に取り組んでいくことが重

要である。 

しかし、今日の環境問題は、従来の産業公害の発生や無秩序な開発行為などの環境の悪

化にとどまらず、都市化の進展と大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済活動の定着

による都市・生活型公害や廃棄物排出量の増大などの環境への負荷の増大、住民の快適な

環境を求める意識や自然とのふれあいへのニーズの高まり、さらに、オゾン層の破壊や地

球温暖化といった地球的な規模で対応すべき環境問題など、ますます複雑多様化している。

こうした今日の環境課題に対処していくためには、国のみならず、地方公共団体において

も、環境の保全に関する多様な施策を適切に講ずることが必要である。 

このため、県においても、既存の公害防止条例や自然環境保全条例という個別の問題対

処型の枠組みだけでなく、すべての社会経済活動が環境に配慮されたものとなるよう、総

合的な視点から環境の保全に関する施策を推進していくための基本的な理念とこれに基づ

く基本的な施策の総合的な枠組みを含む新しい条例体系を整備することとした。 

２ 制定の経緯 

平成７年８月に愛媛県環境審議会に「環境基本条例のあり方」について諮問し、審議会

委員のうちから学識経験者や関係団体の代表等で構成する環境基本条例検討専門部会を設

置して検討を行い、その答申を受けて、平成８年３月19日に「愛媛県環境基本条例」を公

布施行した。 
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３ 条例の位置付け及び構成 

愛媛県環境基本条例は、これまでの公害の防止や自然環境の保全といった個別の条例の上

位に位置付けられるもので、従来の規制的手法に加え、誘導的手法も取り入れることにより、

施策の多様化を図り、環境保全施策の総合的かつ計画的な推進を図るものである。その構成

は、図１－２－１のとおりである。 
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第３節 えひめ環境基本計画                                

１ 策定の趣旨 

公害対策はもとより、自然環境の保全や快適環境の創造等の諸施策を積極的に展開し、

総合的かつ計画的な環境政策を推進するため、県では、平成７年５月に策定した「えひめ

環境保全指針」に基づき環境保全のための事業展開を図ってきた。 

しかし、低炭素社会の実現、循環型社会の構築、生物多様性の保全など、年々、複雑多

様化するとともに、重要性を増す環境課題に的確に対応するため、これからの県の環境保

全に関する施策を示すとともに、県民、事業者、環境活動団体、行政の各主体の役割を明

らかにするため、平成22年２月に、「えひめ環境基本計画」を策定した。 

２ 計画の性格 

この計画は、愛媛県環境基本条例（平成８年３月19日条例第５号）第10条に規定する環境

の保全に関する基本的な計画と位置付けている。 

また、県政全般についての長期的、総合的な計画である「第五次愛媛県長期計画」（平成

12年３月策定）、同計画の「後期実施計画」（平成18年３月策定）の推進に関する環境分野

の基本計画としても位置付けられる。 

なお、この計画の環境教育の充実と環境保全活動の促進に関する部分は、環境の保全のた

めの意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律（平成15年７月25日法律第130号）第８条

に規定する県計画にも該当する。 

３ 計画の期間及び対象とする範囲 

 ○計画の期間    平成22年度から平成26年度までの５年間 

 ○対象とする範囲 

  ①環境教育・学習の推進、環境活動団体の環境保全活動の促進 

  ②地球温暖化の防止、オゾン層の保護など地球環境の保全 

  ③廃棄物の発生抑制、減量、再資源化及び資源等の有効利用 

  ④多様な自然環境や生物多様性の保全、自然との触れ合いの促進 

  ⑤低炭素ビジネスや再生可能エネルギー事業など、地域の技術を生かした環境と経済の

両立 

  ⑥水質汚濁・大気汚染など公害の防止等生活環境の保全と創造 

４ 基本目標 

  県民と共に築く「えひめ環境新時代」の実現 

  ～環境とのつながりを意識し、守り、育てるとともに、持続的な発展を図る～ 

 

 

 

５ 基本目標達成に向けた施策の展開 

 (1) 基本方針 

   環境分野ごとに基本方針を設け、県が実施する環境の保全に関する施策や数値目標と 

なる「環境指標」等を設定（環境指標の状況については、資料１－１を参照） 

   

※えひめ環境新時代とは 
 県民すべてがあらゆる場面で環境とのつながりを意識し、現在の環境を守り、よりよい
ものに育てるため、自主的・主体的に環境との調和や適合を図る積極的な行動をとること

ができる社会、それにより実現する持続的発展が可能な地域・社会 
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【環境マイスターを学校へ派遣】 

◇環境教育の充実と協働による環境保全活動の促進 

  【施策の展開】 

   ①環境教育、学習の充実 

○学校における環境教育の充実 

    ○地域における環境学習の拡充 

   ②環境教育・学習を推進する人材の育成 

   ③協働による環境保全活動の推進 

    ○自主的な環境保全活動の促進 

    ○環境活動団体との協働の促進 

   ④環境情報の収集と提供の促進 

  【主な環境指標】 

項    目 計画策定時 目   標 

こどもエコクラブ登録者数 1,285人（H20） 2,350人（H22）

環境マイスター派遣回数 42回（H20） 50回（H26）

環境マイスター登録者数 86人（H21） 100人（H26）

えひめ環境大学受講者数 延べ419人（H21） 前年度より増加 

えひめの環境ホームページのアクセス数 21,062件（H20） 前年度より増加 

  【各主体に期待される主な取組】 

区   分 取  組  事  例 

県  民 
○環境教育、学習に積極的に参加 

○学校、地域、職場などで学んだことを家庭や地域において話し合い、互い

に学びあって、環境に関する知識の輪を広げる。 

○日常生活における省資源、省エネなど、環境に配慮した行動の実践と普及

○環境活動団体や事業者などが実施する環境保全活動へ積極的に参加 

事 業 者 ○ＣＳＲ活動として、環境教育、学習の機会の提供等 

○行政や環境活動団体との連携や協働による環境保全活動の実施や支援 

○従業員に対する環境に関する研修等の実施 

環境活動団体 ○専門性や特徴を生かした環境教育、環境保全活動などを企画、実施 

○地域における団体相互の連携と協働 

市  町 ○地域の特性に応じた環境教育、学習の推進 

○住民、事業者、環境活動団体が実施する環境保全活動への支援 

 

◇地域から取り組む地球環境の保全  

 【施策の展開】 

①地球温暖化防止対策 

○地球温暖化対策の総合推進 

○家庭における地球温暖化防止対策の推進 

○自動車からの温室効果ガス排出削減対策の推進 

      ○事業活動における地球温暖化防止対策の推進 

      ○二酸化炭素吸収源としての森林整備等の推進 
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【 ｢愛媛の３Ｒ企業展｣ 】 

      ○再生可能エネルギーの導入促進 

      ○原子力発電所の安全・安定運転の確保 

 ②オゾン層保護、酸性雨対策 

  【主な環境指標】 

項    目 計画策定時 目   標 

県内の温室効果ガス総排出量 21,558千tCO2（H19） 19,084千tCO2（H24） 

エコドライブ推進事業所数 353事業所（H21） 500事業所（H26） 

ＣＯ2排出量削減宣言事業所数 20事業所（H21） 100事業所（H26） 

間伐面積（民有林） 8,712ha/年（H20） 9,500ha/年（H26） 

県内のバイオエタノール生産量 0kℓ （H21） 1,000kℓ （H32） 

   

【各主体に期待される主な取組】 

区   分 取  組  事  例 

県  民 ○環境家計簿の利用などを通して、省エネ、省資源型のライフスタイルを実践

○家電製品等の購入の際には、省エネに配慮した製品やノンフロン製品を率

先して購入 

○自家用車の利用を見直し、公共交通機関や自転車、徒歩へできる限り転換

○エコカーの率先購入やエコドライブの実践 

事 業 者 ○工場や事業場への再生可能エネルギーや省エネ設備の導入 

○グリーン購入の実践 

○ノーマイカー通勤デーの取組の推進 

環境活動団体 
○温暖化防止対策などのイベントの企画、県民等への情報提供や活動の普

及 

○ノウハウを生かし、行政や事業者等の活動への提言や協働 

市  町 
○地域の実情に応じた地球温暖化防止実行計画の策定 

○省エネ設備や太陽光発電設備、エコカーなどの率先導入 

○ノンフロン製品の率先購入、フロン類の適正処理の徹底 

 

   ◇環境への負荷が少ない循環型社会の構築  

    【施策の展開】 

     ①３Ｒの推進 

      ○３Ｒ活動の普及啓発 

      ○リデュース（発生抑制）の推進 

      ○リユース（再使用）の推進 

      ○リサイクル（再資源化）の推進 

     ②廃棄物の適正処理の確保 

      ○適正処理の確保と不適正処理の防止 

      ○適正な処理施設の確保 
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【自然観察会】 

③循環型社会ビジネスの振興 

  【主な環境指標】 

項    目 計画策定時 目   標 

一般廃棄物の年間排出量 48.6万t（H22） 43.5万t （H27） 

一般廃棄物のリサイクル率 18.6％（H22） 25.0％（H27） 

産業廃棄物の年間排出量 951.4万t（H16） 750万t（H27） 

産業廃棄物のリサイクル率 25.9％（H16） 36.0％（H27） 

不法投棄量（1件当たり10t以上） 342t（H20） 撲 滅 

  【各主体に期待される主な取組】 

区   分 取  組  事  例 

県  民 ○マイバッグの持参や過剰包装の辞退 

○分別回収や拠点回収など、リサイクルシステムへ積極的に協力 

○ごみ問題やリサイクルなどの学習会や活動に積極的に参加 

事 業 者 ○事業活動における３Ｒや資源及びエネルギーの効率的利用の推進 

○リサイクルに配慮した製品の製造、販売の推進 

○自ら排出した廃棄物の適正処理 

環境活動団体 ○ごみ問題やリサイクルなどの学習会や３Ｒ推進のイベントの実施 

市  町 ○ごみの分別回収の徹底、処理施設の整備等による適正処理等 

○ごみの不法投棄など不適正処理の防止対策 

 

   ◇自然と人とが共生する豊かな自然環境と生物多様性の保全  

    【施策の展開】 

     ①優れた自然環境の保全と適正な利用の推進 

      ○優れた自然環境の保全 

      ○自然公園、森林公園などの保全と利用 

      ○自然との豊かな触れ合いの推進 

     ②生物多様性の確保 

      ○希少野生動植物等の保護対策の推進 

      ○野生鳥獣の適正管理や外来生物対策の推進 

     ③農山漁村における里地・里山、里海の保全と再生 

  【主な環境指標】 

項    目 計画策定時 目   標 

県立自然公園面積 19,184ha（H24） 維持・拡大 

特定希少野生動植物指定数 13種（H24） 定種の保護管理に努める。 

鳥獣保護区面積 67,133.8ha（H24） 現状維持に努める。 

耕作放棄地面積 12,568ha（H22）
2,765haの再生利用に取り組

む（H25） 

藻場造成面積 360.81ha（H22） 366.41ha（H26） 
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【各主体に期待される主な取組】 

区   分 取  組  事  例 

県  民 ○自然保護活動や自然観察会などへの参加 

○自然公園等などの利用におけるごみの持ち帰りなどのマナーの遵守 

○外来生物の拡大防止や駆除に協力 

事 業 者 ○自然環境や生物多様性の保全に配慮した事業活動の実施 

○自然保護活動や生物多様性保全のための活動に参加・協力 

環境活動団体 ○自然保護活動、自然観察会などを企画し、自然保護意識の普及、啓発 

○野生動植物の保護に関する情報提供や助言等 

○都市部と農山漁村との交流活動の促進 

市  町 ○自然環境の状況を調査、把握し、保全が必要な地域の指定等を実施 

○自然観察会など自然と触れ合う機会の提供 

○農山漁村の多面的機能が発揮されるような整備の促進 

   

   ◇環境と経済が好循環する社会の構築  

【施策の展開】 

     ①環境保全型産業の育成 

      ○環境に配慮した事業者の育成、拡大 

      ○環境産業の創出と育成 

      ○環境保全型農林水産業の推進 

     ②環境影響評価の推進 

  【主な環境指標】 

項    目 計画策定時 目   標 

ＩＳＯ14001適合組織件数 148件（H20）
適合組織の増加に努め

る。 

有機農業取組面積 5ha（H20） 570ha（H22）

飼料化された食品残さ(ｴｺﾌｨｰﾄﾞ)生産量 7,140t（H21） 前年度から増加 

木質ペレット県内年間生産量 600t（H20） 3,000t （H26）

漁場改善計画の認定率 94.7％（H21） 100％（H26）

   【各主体に期待される主な取組】 

区   分 取  組  事  例 

県  民 ○環境に配慮した製品やサービスを率先して選択 

○地元産の農産物、水産物、林産物などの地産地消に努める。 

事 業 者 ○環境マネジメントシステムの取得などに努める。 

○環境負荷の少ない技術や商品開発を進め、環境ビジネスに取り組む。 

環境活動団体 ○環境に配慮した商品やサービスの購入促進運動を実施 

○専門性を生かして、環境ビジネスのシーズを提供 

市  町 ○環境マネジメントシステムの普及 

○環境ビジネスの創出や起業化への支援 

○事業者の社会的責任、住民等の社会的責任投資の意識の普及 
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【景観に配慮した都市整備】 

 

   ◇安全で快適な生活環境の保全と創造  

【施策の展開】 

     ①大気環境の保全対策の推進 

     ②水、土壌環境の保全 

      ○水、土壌環境の監視等の推進 

      ○生活排水対策の推進 

      ○工場、事業場等対策の推進 

      ○健全な水循環の保全 

     ③騒音・振動・悪臭対策の推進 

     ④有害化学物質による環境汚染の防止 

     ⑤原子力発電所及び周辺地域の安全確保 

     ⑥快適な生活空間の創造 

      ○環境と調和のとれた生活空間の整備 

      ○やすらぎと潤いのある緑と水辺空間等の整備 

  【主な環境指標】 

項    目 計画策定時 目   標 

大気汚染の環境基準達成率（二酸化硫黄） 100％（H20） 100％（H26）

河川の環境基準達成率 94％（H20） 100％（H26）

汚水処理人口普及率 67.2％（H20） 73.9％（H24）

騒音の環境基準達成率（自動車騒音） 97％（H20） 100％（H26）

景観行政団体数 18市町（H20）
全市町が景観行政団体

へ移行 

   【各主体に期待される主な取組】 

区   分 取  組  事  例 

県  民 ○自家用車の利用を見直し、公共交通機関の利用促進 

○洗剤の適量使用など生活排水対策を実践 

○節水や雨水等の利用による水資源の保全 

○身近な生活空間における緑化や美化活動への参加 

事 業 者 ○大気、水質、土壌など法令に基づく環境基準、規制の遵守 

○有害化学物質の管理と適正な処理の徹底 

環境活動団体 
○河川等の水質浄化や清掃、美化活動などの企画、実施 

○地域の道路、河川、海岸の維持管理について、行政や事業者と連携した取

組の拡大 

市  町 ○住民等へのエコドライブの普及 

○住民等に対し、近隣への騒音、振動、悪臭等に関する環境配慮の意識高

揚 

○かおり、音などの人間の感覚を重視したまちづくり 
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 (2) 重点プロジェクト 

   本県の自然的、地域的な特性等を踏まえた緊急的、独自的、総合的な取組で、計画期

間に率先して実施するプロジェクト 
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６ 各主体に期待される役割 

○ 県   民 

便利で快適な日常生活が環境に様々な負荷を与えていることを認識し、一人ひとり

が環境に対して関心を持ち、現在のライフスタイルを環境により配慮したものに見直

すとともに、身近なことから率先して環境保全のための行動をすること等が期待され

る。 

○ 事 業 者 

事業者は、環境に関する各種法令を遵守することはもちろん、事業活動における資

源やエネルギーの効率的な利用の促進や産業廃棄物の削減、地域の環境保全活動への

参画など企業の社会的責任（ＣＳＲ）に基づいた環境に配慮した取組が期待される。 

○ 環境活動団体 

    それぞれの専門性や特徴を生かして、行政では対応できない柔軟で、幅広い環境保

全活動を実施し、県民への活動の普及を図るとともに、事業者や他の環境活動団体、

行政との協働や連携を図り、積極的な環境保全活動を一層進めていくことが期待され

る。 

○ 行   政 

 ア 県 

   基本方針等に基づく施策を総合的、計画的に推進し、各主体に対して積極的な環

境保全の取組がなされるよう働きかけるとともに、施策の達成状況の公表や適切な

進行管理に努める。 

 イ 市  町 

地域に密着した基礎自治体として、地域の実情に応じた環境保全施策を総合的に

推進するとともに、住民や事業者、地域の環境活動団体への環境保全意識の啓発や

活動等に対する支援などが期待される。 

 

第４節 環境に関する調査研究                             

環境に関する調査研究は、科学技術の進歩や社会経済の変化の中で、環境の現況や将来像

を解明し、広範囲に及び環境問題を解決するための科学的基礎となるものであり、これまで

環境汚染の状況の把握や汚染発生原因等の解明に一定の成果を上げてきた。 

本県においては、昭和47年４月に公害研究所を設置し、科学的な公害行政の推進、公害の

常時監視等を行うなど、調査研究に取り組んできたところであり、平成10年４月からは、衛

生環境研究所として、環境全般に関する調査研究を行っている。 

平成12年４月には、環境創造センターを設置し、大学や民間企業の研究者の客員研究員制

度を設け、幅広い研究ネットワークの下で、自然環境再生のための研究や環境問題全般の研

究を進めている。 

また、幅広い分野の調査、研究を長期的、総合的な視点に立って推進するため、環境創造

センターを核とした調査研究のネットワーク化の一層の強化、大学・民間との人的交流及び

研究支援体制の充実、研究の中核機関としての研究機能の拡充強化を図っている。 

愛媛大学においては、平成11年４月に愛媛大学沿岸環境科学研究センターを設立し、主に
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沿岸環境中の環境ホルモン等、瀬戸内海沿岸地域での環境科学に関する総合的な調査研究を

行っており、この研究センター等との連携にも努めているところである。 

平成25年度は、衛生環境研究所、産業技術研究所等において、各種調査研究等を次のとお

り実施している。 

○衛生環境研究所 

調査研究課題名 発表時期 
発表機関 

(学会、雑誌等) 
調査研究内容 

愛媛県における

微小粒子状物質

(PM2.5)成分の挙

動 

Ｈ25.11.27 第40回環境

保全・公害

防止研究発

表会 

平成24年度のPM2.5常時監視の結果、全て

の測定局で環境基準を超過しており、春季

と冬季に高濃度が観測された。 

また、PM2.5中の各成分について、発生源

寄与を統計的に推定した結果、広域的な分

布が示唆される硫酸系二次粒子が一定量寄

与していることに加え、地域の発生源に由

来すると考えられる硝酸系二次粒子や燃焼

系の因子等が影響していた。これらのこと

から、県内のPM2.5濃度には、広域汚染と地

域汚染が複合的に関与していることが示唆

された。 

 

愛媛県における

微小粒子状物質

(PM2.5)の挙動及

び発生源寄与に

関する研究 

Ｈ26.2.20 愛媛県立衛生

環境研究所年

報第15号 

愛媛県における

微小粒子状物質

（PM2.5）成分の

特徴と発生源寄

与の推定 

Ｈ26.2.21 第28回公衆衛

生技術研究会 

バクテリアリー

チングによるし

尿汚泥等焼却灰

からのリン回収

について 

Ｈ25.11.27 第40回環境保

全・公害防止

研究発表会 

振とう培養（回分式）によるバクテリア

リーチングに替え、よりプラント化に適し

た実用的な手法について検討した。 

曝気撹拌式の培養槽と機械撹拌式の反応

槽を用いて、連続的に培地を供給し、か

つ、溶出液を回収することにより、これま

でより短時間で高濃度のリンを連続的に溶

出可能な手法を確立した。 

し尿汚泥焼却灰

からのリンの溶

出について 

Ｈ26.2.21 第28回公衆衛

生技術研究会 

県内し尿汚泥等

焼却灰の特徴と

バクテリアリー

チングによるリ

ン溶出に及ぼす

影響について 

Ｈ26.3.18 第48回日本水

環境学会年会 

本研究では、し尿汚泥等焼却灰からのリ

ン回収を目的とし、県内14し尿処理場の焼

却灰についてバクテリアリーチングによる

リン溶出を実施してきたが、焼却灰の組成

等からリン溶出濃度が予め統計解析によっ

て推計できることが確認された。 

バクテリアリー

チングによるし

尿汚泥等の焼却

灰からのリン溶

出について 

Ｈ26.2 愛媛県立衛生

環境研究所年

報第15号 

リンを豊富に含んだ未利用バイオマスで

あるし尿及び浄化槽汚泥に着目し、その焼

却灰からのリン回収について検討した結

果、県内のし尿汚泥等焼却灰には最大

13.7wt-P％のリンが含まれ、バクテリアリ

ーチングにより 5,700mg/L のリンが溶出す

－ 31 －



○産業技術研究所 

調査研究課題名 発表時期 発表機関 
(学会、雑誌等) 調査研究内容 

愛媛県ＥＶ開発

プロジェクトの

推進 
Ｈ26.11 

平成25年度愛

媛県産業技術

研究所業務年

報 

低炭素社会の構築に向けては、成長産業

として期待される電気自動車等ＥＶ関連の

技術開発に取組む必要がある。また、同時

に、ＥＶ化による部品数の大幅な減少か

ら、その影響が懸念される自動車関連部品

製造業や、新たな技術取得が必要となる自

動車整備業界への支援のためにもＥＶ関連

の技術開発に取り組むことが必要である。

そこで、産業技術研究所に設置したＥＶ開

発センターを中心として、自動車、農業機

械を始めとする様々な製品の電動化につい

て、地域の産学官が共同で技術開発を行う

とともに、技術を活かしたビジネスモデル

の開発等に取組み、新たなＥＶ関連産業の

創出を図る「愛媛県ＥＶ開発プロジェク

ト」を推進している。 

   ることなど、し尿汚泥等焼却灰がリン資

源として非常に有望であることが確認さ

れた。 

愛媛県における

アライグマの生

息調査 

Ｈ25.11.6 第16回自然系

調査研究機関

連絡会議 

(NORNAC) 

特定外来生物に指定されているアライ

グマ情報を求むパンフレットを作成配布

するとともに、生息している可能性の高

い地域を対象に餌トラップや赤外線カメ

ラを設置し生息調査を実施した。結果、

情報23件、うち13箇所において餌トラッ

プ等による調査を実施、１頭を捕獲し殺

処分を行った。 

有機栽培技術確

立実証試験（生

物多様性調査） 

Ｈ26.3 

 

平成25年度 

愛媛県農林水

産研究所試験

成 績 概 要 書

（ 企 画 環 境

部・農業研究

部） 

 

水稲の有機栽培水田における水生生物

の調査を行った結果、冬期湛水区では機

械除草区や布マルチ区、対象区に比べて

イトミミズが多く確認されたものの、そ

の他の生物には大きな違いが見られなか

った。 

 また、これまでの調査手法を改良し、

同定作業が容易で未採集個体が発生しに

くい調査手法を確立した。 
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製紙スラッジ焼

却灰から機能性

新素材の合成及

びその機能探索 

Ｈ26.11 平成25年度愛

媛県産業技術

研究所業務年

報 

愛媛県の紙産業から排出される製紙スラ

ッジは96万トン／年あり、焼却後（18万ト

ン／年）の半分はリサイクルされるもの

の、残りは4～5千円／トンの費用を掛けて

埋立て処分されており、その利用技術の開

発が求められている。 

本研究では、製紙スラッジ焼却灰から、

機能性新素材（層状複水酸化物）の最適合

成条件を確立するとともに、この新素材の

特性評価を行い、様々な利用分野への適用

可否について詳細に検討を行った。 

綿糸糊付加工の

低エネルギー化 

Ｈ26.11 平成25年度愛

媛県産業技術

研究所業務年

報 

繊維加工業では燃料費、材料費の高騰に

悩まされ、タオル糊付加工時において蒸気

等のエネルギーコストの削減が課題となっ

ている。本調査研究では、低温でも糊付け

効果が保てる加工剤をタオル綿糸加工に利

用し、最適な加工条件やコスト削減化の可

能性を探った。 

加工澱粉等の利用について検討し、糊化

温度を下げることができ、糊付糸も澱粉と

ほとんど変わらない性能を示した。また、

製織後の糊抜工程の省略についても、糊剤

に代わる加工剤を検討した。 

 

○農林水産研究所 

 

調査研究課題名 発表時期 発表機関 
（学会、雑誌等） 調査研究内容 

有機栽培技術確立実

証試験 

Ｈ25.12 日本作物学会四国支

部会 

化学肥料や化学合成農薬を使用

しない水稲・野菜の栽培実証に取

り組んでいる。 

水稲では、乗用除草機、布マル

チの利用や冬期湛水による除草剤

を使わない栽培を実証した。ま

た、野菜栽培では、マルチ栽培に

よる抑草効果や、生物農薬、ネッ

ト被覆による害虫被害抑制効果を

実証した。 

Ｈ26.３ 

平成 25 年度愛媛県

農林水産研究所研究

成果発表会 

Ｈ26.３ 

平成 25 年度愛媛県

農林水産研究所試験

成績概要書（企画環

境部、農業研究部）
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○果樹研究センター 

調査研究課題名 発表時期 発表機関 
(学会、雑誌等) 調査研究内容 

カンキツの施肥合理

化に関する研究 

Ｈ26.5 平成 25 年度果樹研

究センター試験成績

書 

甘平、はれひめ等新しい品種に

おける適正施肥量の検討、伊予柑

において近年の気象条件に応じた

施肥量の見直しを行っている。 

有機質資材を活用し

たカンキツの少量施

肥技術の開発 

Ｈ26.5 平成 25 年度愛媛県

果樹研究センター試

験成績書 

 温州ミカン、伊予柑において、

各種堆肥類の窒素成分の肥効率を

考慮した施肥量削減技術の開発に

取り組んでいる。 

 
○農林水産研究所畜産研究センター 

調査研究課題名 発表時期 発表機関 
(学会、雑誌等) 調査研究内容 

黒毛和種去勢肥育牛

へのミカンジュース

粕サイレージ給与 

Ｈ26.6 愛媛県畜産研究セン

ター研究報告第2号 

黒毛和種肥育牛へミカンジュー

ス粕を給与した場合、β-クリプ

トキサンチンが牛肉へ移行するこ

とを確認した。 

搾乳牛に給与した場

合のケールジュース

粕サイレージの機能

性飼料としての付加

価値の検討 

Ｈ26.6 愛媛県畜産研究セン

ター研究報告第2号 

ケールの搾り粕に含まれる脂溶

性ビタミン等の乳牛の血中乳中へ

移行調査を実施。血中・乳中へα

‐トコフェロールが高く移行し、

繁殖性に好影響を与えたほか、付

土壌由来温室効果ガ

ス発生抑制のための

土壌タイプ別土壌管

理指標の策定 

Ｈ26.３ 平成 25 年度愛媛県

農林水産研究所試験

成績概要書（企画環

境部、農業研究部）

農水省が農地、放牧地を温室効

果ガスの吸収源として位置づける

ことを目的に、全国の各都道府県

試験研究機関が地域の代表農地等

の土壌炭素量や農地管理実態につ

いて経年調査している。 

平成25年度は県下18地点の水田

土壌における深度30cmあたりの全

炭素量(t/ha)について調査し、そ

の分布幅は37～151であった。 

Ｈ26.３ 平成 25 年度農地土

壌温室効果ガス排出

量算定基礎調査事業

報告書（農地土壌温

室効果ガス排出量算

定コンソーシアム）

バイオエタノールを

用いた土壌消毒技術

の開発 

Ｈ25.9 

 

日本土壌肥料学会 
 

みかん搾汁残渣を原料としたバ

イオエタノールを用いて土壌還元

消毒試験を行ったところ、アスパ

ラガス改植ハウスでは改植後のア

スパラガス枯死率が大幅に改善で

きた。キュウリのポット試験で

は、土壌還元消毒は薬剤処理区と

同等の抑制効果があった。 

Ｈ26.3 

 

平成 25 年度愛媛県

農林水産研究所試験

成績概要書（企画環

境部、農業研究部）
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加価値のある牛乳・乳製品開発の

可能性が示唆された。 

飼料用米給与時の規

格外甘長とうがらし

添加が採卵鶏の卵黄

色に及ぼす影響 

Ｈ26.6 愛媛県畜産研究セン

ター研究報告第2号 

飼料用米は、採卵鶏では給与量

を多くするほど卵黄色が淡色化す

るため、これまで廃棄されていた

規格外の「甘長とうがらし」を飼

料へ添加し、卵黄色の淡色化を防

止する技術を開発した。 

飼料用米給与時の水

産系未利用資源の添

加給与が媛っこ地鶏

の生産性に及ぼす影

響 

Ｈ26.6 愛媛県畜産研究セン

ター研究報告第2号 

媛っこ地鶏を飼料用米で飼育す

る場合に廃棄される規格外「いり

こ」を添加給与することによっ

て、配合飼料と同程度の発育成績

及び産肉成績が得られ、ドリップ

ロスを低減させる可能性が示唆さ

れた。 

 
○農林水産研究所水産研究センター 

調査研究課題名 発表時期 発表機関 
(学会、雑誌等) 調査研究内容 

漁場環境モニタリン

グ調査指導事業（漁

場環境管理調査） 

Ｈ27.3 平成25年度愛媛県農

林水産研究所水産研

究センター事業報告

 赤潮、貝毒、酸欠等による漁業

被害を未然に防止することや、漁

場環境の長期変動を検討するデー

タの収集のため、水質・底質等の

モニタリング調査を実施した。 

漁場環境モニタリン

グ調査指導事業（広

域共同調査） 

 

 

 

Ｈ26.3 

 

平成25年度漁場環

境・生物多様性保全

総合対策委託事業

(瀬戸内海西部にお

ける有害赤潮等分布

拡大防止)報告書 

 カレニアなどの有害赤潮プラン

クトンの発生から消滅に至るまで

の全容を把握するため、周辺５県

と共同で実施した。本県は、豊後

水道北部海域で、有害プランクト

ンの生息密度、水温、塩分、栄養

塩等の調査・分析を実施した。 
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